
【参考６】

平成２６年度　総務省ＨＰ掲載項目 No 事業名 団体名 本市
1 秋田県町村電算化事業 秋田県内１２町村

2 共同利用型自治体クラウド 高石市・忠岡町・田尻町

3 テレワークの推進 佐賀県
4 公共データの民間開放 静岡県
5 庶務事務集中センター稼動 横浜市
6 給与事務センター設置 宮崎市
7 業務改善活動 伊達市
8 公共料金の一括口座振替 筑西市
9 図書館の共同整備 高知県・高知市
10 行革甲子園 愛媛県・管内市町
11 図書館への指定管理者制度の導入 武雄市
12 空き公共施設の有効活用 大館市
13 計画的なアウトソーシング 浜松市
14 市場化テスト（提案型の民間委託） 北海道
15 窓口業務等の民間委託 上天草市
16 保険窓口業務の委託 池田市
17 納税環境の整備 前橋市
18 債権回収の一元化 滋賀県

平成２７年度　総務省ＨＰ掲載項目 No 事業名 団体名 本市
1 基幹系システムのクラウド化 富山県内６市町

2 税総合システム等のクラウド化 岡崎市・豊橋市
3 タブレット型端末の導入 神奈川県
4 市民協働レポートの導入 千葉市
5 公民連携（ＰＰＰ）に関する取組 さいたま市
6 福祉総合相談窓口の設置 鴨川市

総務事務センターの設置 7
総務事務センターの設置による一部業務の外
部委託

箕面市 △

8 認可手続のスピードアップ 埼玉県
9 公会計の予算編成への活用 砥部町
10 教育委員会事務の統合 京都府内２町１村
11 特別養護老人ホームの整備 杉並区・南伊豆市
12 図書館ネットワークシステム 鹿児島県内１市５町
13 文化施設の一体的管理 新潟県・新潟市
14 掛川城エリアの指定管理者選定 掛川市
15 公共施設再配置計画の策定 周南市
16 公の施設等評価及びあり方方針策定 今治市
17 トータル収納 三次市
18 クラウドファンディング 鯖江市

平成２８年度　総務省ＨＰ掲載項目 No 事業名 団体名 本市
1 総務事務センター業務についての派遣試行 鹿児島県

2 総合的な偽装請負対策 福島県
複数自治体の共同による民間委託 3 市町村橋梁等点検業務の包括発注 秋田県内市町村
複数自治体の共同による指定管理 4 近隣同種施設について一体的指定管理の導入 広島県・広島市
施設運営の一部についての指定管理 5 図書館運営の一部について指定管理導入 岩手県

6 大阪城公園パークマネジメント事業 大阪市
7 宿泊施設への納付金制度導入 広島市
8 展示場施設への納付金制度導入 栃木県

施設の民間移管 9 市立保育所の段階的民間移管 横浜市 ○
職員の育成方法や労務環境の改善・改革 10 ＩＣＴの活用による時間外勤務管理 鳥取県
歳入確保対策 11 財務書類を活用した徴収体制強化 ≪不明≫ △

12 公共施設の複合化 ひたちなか市
13 総合計画との連携 岸和田市
14 適切な資産管理のための基金の創設 精華町
15 セグメント分析による図書館の統廃合 宇城市
16 複数団体による一体導入 和歌山県内４町
17 複数団体による共同化 群馬県内４町２村

公共施設の効果的活用

自治体クラウドの導入

ＩＣＴの活用

総務事務センターの設置

複数部局にまたがる業務の標準化

他自治体との連携による行政改革

民間提案の活用／アウトソーシングの
推進

適正な民間委託の推進

アウトソーシングの推進

窓口業務のアウトソーシング

歳入確保策

自治体クラウドの導入

ＩＣＴの活用

業務の標準化・見える化による改善

自治体クラウドの導入

他自治体との連携による行政改革

公共施設の効果的活用

ファシリティマネジメント

歳入確保策

民間ノウハウを活用した効果的・効率
的な施設運営

公共施設等総合管理計画に基づく公共
施設マネジメント

地方公会計を活用した公共施設マネジ
メント

○

△

○

全国的な行財政改革の取組事例（総務省ＨＰ掲載資料抜粋）

△

○

△

△

△

△

△

○

△

○

△


